人事院による「給与制度の総合的見直し」の撤回を求め、十分な交渉・協議と合意を求める決議
　日本経済は2013年から物価上昇傾向が続き、2014年４月からは消費税も8％に引き上げられた。デフレからの脱却には、労働者の可処分所得が維持・確保されることが最重要課題であり、地方公務員もその労働者の一員であることは、疑いようのない事実である。
　一方、人事院は、2013年８月の人事院勧告の際に示した「給与構造の抜本的改革」の具体化を進めている。これは、政府が「総人件費抑制のために、給与体系の抜本改革に取り組む」ことを2013年11月15日に閣議決定し、あわせて早急に具体案を取りまとめることを人事院に要請したことと、同調しているものである。
今、さらなる制度見直しに取り組もうとする人事院の姿勢は、明らかに、政府・自民党の意向に応えようとするものだが、人事院は、政治からの「中立・公正」「第三者性」を常に強調しているが、その役割と使命を放棄していると言わざるを得ない。さらに、地域の国家公務員給与の引き下げを通じて地方公務員の給与までも一方的に引き下げることを企図するものであり、断じて容認することはできない。
また、寒冷地手当にあっては、寒冷・積雪地域の生計増嵩費を改めて定義し直し、寒冷地手当法を維持して、灯油価格の上昇を考慮して支給額の引き上げを検討すべきである。
以上を踏まえて、私たちは、人事院に対して、下記事項の実現を強く要求する。
一．恣意的に新たな官民較差を算出して行おうとしている、地域間配分の見直し・俸給表水準の引き下げ案を撤回すること。
一．官民の人事管理の違いを無視した世代間配分の見直し案を撤回すること。
一．寒冷地手当については、寒冷地手当法の維持を前提に、灯油価格の上昇に配慮し、支給額を引き上げること。
一．これらの見直しが重大な勤務条件の変更であることを認識し、公務員連絡会との十分な交渉・協議、合意の上で検討作業を進め、拙速な勧告は行わないこと。
　私たちは、人事院が意図している地域の公務員賃金の一方的引き下げが、地域の民間労働者にマイナスの影響を与え、地域経済への打撃と停滞をもたらすことを強く憂慮する。地域間格差の拡大に反対し、政府・自民党・人事院による公務員給与引き下げ阻止に向け、最後までたたかい抜くものである。
　以上、決議する。
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